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日 薬 定 例 記 者 会 見 要 旨 

日 時：令和６年３月 28日（木）16：00～17：00 

場 所：日本薬剤師会 第一会議室 

出 席 者：山本会長、安部副会長 

 

内容・提出資料： 

１．地域における夜間・休日の医薬品提供体制（在宅含む）の構築、リスト化及び周知等に

ついて（現在の取組状況） 

【配付資料】 

１-１.地域における夜間・休日の医薬品提供体制（在宅含む）の構築、リスト化及び周知等

について【重要】（その３）（令和６年３月 15日 日薬業発第 479 号） 

１-２.日本保険薬局協会、日本チェーンドラッグストア協会宛て 

地域における夜間・休日の医薬品提供体制（在宅含む）の構築、リスト化及び周知等につい

て（参加協力のご依頼） 

 安部副会長より、掲題の件について説明された。主な内容は以下の通り。 

 厚労省の「薬局薬剤師の業務及び薬局の機能に関するワーキンググループとりまとめ」（令

和４年７月）では、地域において求められる薬剤師サービスとして、夜間・休日対応や在宅

対応等が重要な要素として挙げられるとともに、その検討にあたっては「地域の薬剤師会が

中心的な役割を担うとともに、会員・非会員を問わず地域の薬局が協力し、議論を行う必要

がある」とされている。夜間・休日における医薬品提供体制の構築は、地域の実情に応じて

自治体と共に取り組みを進めて行くことだけでなく、地域住民への「見える化」が重要であ

る。令和６年度調剤報酬改定における各種加算の要件としても、夜間・休日を含む時間外の

対応、災害・新興感染症への対応、在宅医療への対応といった、薬局が果たす医薬品提供体

制に関する情報を、地域の行政機関もしくは薬剤師会等を通じて、地域住民、医療関係者等

に対し情報発信を行うことが求められている。 

これらの動きを踏まえ、本会では本年１月、都道府県薬剤師会に対し、地域住民に薬局の

情報を一元的に提供するため、会員・非会員を問わず情報を集約し、地域薬剤師会の HP等を

通じて周知する体制の構築（地域住民向けのリスト作成）について依頼していた。この度改

めて、リストの様式例を都道府県薬剤師会に対し提供したところである。まだリストを作成

していない地域薬剤師会向けのものであって、すでにリストがある場合はこの様式に修正し

て公表することは求めていない。 

なお、日本保険薬局協会と日本チェーンドラッグストア協会には、リスト化に向けて連携・

協力を依頼する文書をお送りしている。 

 

２．能登半島地震報告会「発災から３か月-薬剤師支援活動を振り返る-」の開催について～ 

（ご案内）（令和６年３月 18日 日薬発第 298 号） 
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 安部副会長より、掲題の件について説明された。主な内容は以下の通り。 

 １月１日の能登半島地震発災から３か月が経過し、石川県薬剤師会より、「能登半島地震チ

ャリティ活動報告会」の開催案内をいただいた。「発災から３か月－薬剤師の支援活動を振り

返る－」と題し、令和６年４月 21日に Web 開催される。能登地区の薬局の復興を支援すると

ともに、この震災で得た教訓を伝えることを目的としており、参加費は能登地区被災薬局の

再建のために寄付される。 

石川県薬剤師会の中森慶滋会長、同役員のほか、本会の災害担当役員の山田卓郎常務理事、

災害対策委員会の越智哲夫委員長、笠原庸子委員、本田顕子参議院議員の登壇が予定されて

いる。 

 

３．電子お薬手帳システム「e お薬手帳 3.0」におけるオンライン服薬指導機能の説明会の

開催について（令和６年３月 22日 日薬情発第 170 号） 

安部副会長より、掲題の件について説明された。主な内容は以下の通り。 

 本会のお薬手帳システム「eお薬手帳 3.0」は、本年４月１日よりオンライン服薬指導機能

を追加実装する。それに伴い、本会が運営を委託しているファルモ社によるオンライン服薬

指導機能に関する Web 説明会を開催する。３月は 26日（開催済み）と本日 28日に開催、４

月は 10 日、25 日の２日間の開催を予定している。「e お薬手帳 3.0」の利用を申込済みの薬

局、オンライン服薬指導機能の申込を検討中の薬局を参加対象としている。 

 

４．医薬品販売制度の法令遵守に向けた都道府県薬務主管課との連携した取り組みの結果に

ついて（令和６年３月 25日 日薬業発第 487 号） 

安部副会長より、掲題の件について説明された。主な内容は以下の通り。 

 本会では昨年９月、医薬品販売ルールの周知・改善・遵守に向けた取り組みとして、都道

府県薬剤師会に対し、厚労省が令和４年度に実施した医薬品販売制度実態把握調査（以下、

「調査」）の結果について、各都道府県の薬務主管課と確認・協議を行った事例等の報告を求

めていた。 

報告の中には、調査結果に伴う監視指導の状況や結果について確認を行った事例、法令遵

守に向けた研修会の開催や啓発等に関する協同について依頼を行った事例等があり、今般、

全国の取り組み事例を取りまとめ、都道府県薬剤師会に情報提供した。併せて、今回の事例

等を参考に地域薬剤師会と連携を取りつつ、引き続き法令遵守の徹底に向けた取り組みを進

めることについて依頼したところである。 

 

５．小林製薬株式会社が販売した紅麹に関連した製品の摂取による健康被害の発生について                                 

５-１.小林製薬株式会社が販売した紅麹に関連した製品の摂取による健康被害の発生につ

いて（令和６年３月 28 日 日薬情発第 177 号、日薬業発第 498 号） 

５-２.いわゆる「健康食品」・無承認無許可医薬品健康被害防止対応要領等について（周知） 
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（令和６年３月 25日 日薬業発第 488 号） 

 安部副会長より、掲題の件について説明された。主な内容は以下の通り。 

 小林製薬株式会社が販売した紅麹を含む製品を摂取したことにより、現時点では因果関係

は不明であるものの腎疾患等の健康被害が発生したことが報告され、同社をはじめとした複

数の事業者による自主回収が行われている。さらに大阪市より同社に対し回収命令が発出さ

れている。 

本日、本会は、薬剤師・薬局・店舗販売業において当該製品の販売を中止するとともに、

当該製品の購入者へ直ちに使用を中止し、使用による健康被害が発生している場合は医療機

関を受診するよう説明すること、今後情報が逐次更新されることが想定されるため、最新の

情報を同社ホームぺージ等より入手し、購入者及び国民に対して正確な情報提供に努めるこ

とについて、都道府県薬剤師会を通じ会員に周知した。 

なお、それに先立ち３月 25日には、当該製品並びにその他のいわゆる「健康食品」等の使

用によると疑われる健康被害事例を把握した場合には、管轄の保健所への連絡、管轄の保健

所による調査への協力について都道府県薬剤師会を通じ会員に周知していた。 

 

６．第 39 期（令和６・７年度）代議員選挙・補欠の代議員選挙結果の告示について 

 （令和６年３月 28日 日薬発第 312 号） 

 安部副会長より、掲題の件について説明された。主な内容は以下の通り。 

 本日、本会選挙管理委員会より、第 39期（令和６・７年度）の代議員選挙・補欠の代議員

選挙の当選者 150 人について報告を受けたことから、都道府県薬剤師会に対し当選者への通

知を依頼した。47都道府県薬剤師会で唯一定員を上回る立候補があった奈良県は、後岡伸爾

氏が選出された。奈良以外の 46都道府県薬剤師会は定数と同数の立候補があり、いずれも無

投票当選となった。任期は２年後の代議員選挙・補欠の代議員選挙の終了時（令和８年３月

予定）までとなる。 

 

主な質疑応答は以下のとおり。 

〈夜間・休日の医薬品提供体制の構築、リスト化〉 

記者：地域における夜間・休日の医薬品提供体制の構築、国民への周知を目的とするリスト

化は、行政主導であるべきという意見がある。日本保険薬局協会と日本チェーンドラッグス

トア協会に対して送られた協力依頼に対し、両団体からの反応はいかがか。 

山本会長：両団体ともご理解をいただけていると聞いている。元々、医薬品提供体制構築に

ついては３団体が連携・協力することになっている。 

安部副会長：国や自治体、団体がそれぞれ行うことは、重複していいと考える。一般の方が、

休日や夜間に医師会のホームページを見て診療中の病院を探したり、薬剤師会のホームペー

ジを見て薬局を探したり、市区町村が公開している情報にアクセスしたりと、情報を得る場

は複数あってよく、行政主導ということでもない。 
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〈緊急避妊薬の販売に係る環境整備のための調査事業〉 

記者：「緊急避妊薬の販売に係る環境整備のための調査事業」が昨年 11月に始まった時点で、

年度事業であるため、令和６年１月までの事業実績をまとめた上で公表予定との説明があっ

たが状況はいかがか。 

安部副会長：令和５年度の事業について、研究を止めなくてはならないような販売上のトラ

ブルなど、特に問題は認められなかった。研究協力薬局 145 薬局で販売し、令和５年 11 月

28 日から令和６年１月 31 日までの販売実績は 2,181 件であった。研究班が分析した結果の

詳細は、３月 29日までに厚生労働省に提出する。なお、令和６年度も本会が事業を継続し、

令和７年１月末までの販売分を解析対象として実施する予定。５年度事業の参加薬局を基本

としつつ、より幅広くデータを収集する観点などから、参加薬局を追加する方向で検討中で

ある。 

記者： 2,181 件は多いと思うがいかがか。 

山本会長：145 の薬局で取り扱われ、2,181 件の販売実績があったことについて、数値の評価

は一概にはできないが、決して少なくはないと考えている。 

 

次回の定例記者会見は、令和６年４月 10日（水）16：00～を予定。 


